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１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績(百万円未満切り捨て表示）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 3,915 29.6 △ 56 - △ 76 -
13年 9月中間期 3,020 △ 1.1 △ 53 - △ 118 -
14年 3月期 6,707 9.5 △ 205 - △ 411 -

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
14年 9月中間期 △ 372 - △ 14.88 -
13年 9月中間期 △ 124 - △ 5.00 -
14年 3月期 △ 435 - △ 17.40 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期       -        百万円   13年 9月中間期       -        百万円   14年 3月期       -        百万円
     ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期    24,998,112 株　　　13年 9月中間期    24,999,393 株　　　14年 3月期    24,999,346 株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
14年 9月中間期 19,821 4,127 20.8 165.13
13年 9月中間期 21,378 4,705 22.0 188.21
14年 3月期 21,874 4,505 20.6 180.22
(注) 期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期    24,997,160 株　　　13年 9月中間期    24,999,940 株　　　14年 3月期    24,999,540 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
14年 9月中間期 497 953 △ 1,396 1,587
13年 9月中間期 474 △ 1,274 471 1,619
14年 3月期 767 △ 2,383 1,140 1,617

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  2　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 8,950 △ 60 △ 470
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  △18円 80銭 

　なお、上記予想に関する事項は、添付資料３ページをご参照下さい。

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因
によって予想数値と異なる場合があります。



〔添付資料〕 
１．企業集団の状況  

 
  当企業集団は、当社及び当社の子会社２社により構成されております。 

主な事業内容は外航海運業であり、当社及び子会社２社の所有する船舶の自社運航と定期貸船を行っており

ます。 

また、同業他社から定期借船した船舶の自社運航及びそれらの定期貸船も行っております。 

その他、当企業集団では不動産賃貸業を併営しております。 
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２．経   営  方   針  
 
当企業集団は、運航部門では所有船舶及び同業他社から定期借船した船舶による北米・カナダ・豪州からの

穀物輸送、北米・ニュージーランドからの木材輸送等日本向けを中心に行っております。 

一方、貸船部門では石炭専用船、ハンディ型船を定期貸船とする船主業務を行っております。 

今後は更に輸送需要と輸送形態に対応しながら輸送貨物の多様化と効率化を図り、業容の拡大、空船航海を

減少させることによる営業収支の改善、安全運航、顧客との信頼関係の強化と運航コストの削減を実施し、高

収益体質の会社を目指しております 

 
 
 

３．経営成績及び財政状態 
 
(1) 経営成績 
  当中間連結期間におけるわが国経済は前連結事業年度に引続き低迷を続けましたが、米国においても景気の

後退懸念に加え、企業の不正会計疑惑が相次ぎ、市場経済への不信から先行き不透明感が広がりました。 

一方、欧州諸国の経済は比較的堅調に推移し、また中国を中心とした極東諸国の旺盛な鉄鋼需要とアジア諸

国の経済復興により、海上貨物輸送は大きな落ち込みもなく推移しました。 

しかしながら、船腹需給面では、ハンディーマックス型、パナマックス型船の竣工が数年来大量に続いた反

面、船舶の解撤が例年に較べ少なかったため、船腹の供給過剰により不定期船市況の回復に影響を与えました。 

特に、これら新造船の多くは極東地域で建造され、竣工後は太平洋水域で就航を開始することが、太平洋水

域の不定期船市況が大西洋水域に較べ低調となる要因となっております。 

 

 
－２－ 



これを運賃指標で見ると、米国積み日本揚げ木材輸送は国内の住宅産業の不振と不定期船市況低迷の影響を

受け、２６型標準米材船の運賃市況は期中を通じて一航海当たり５０万ドルの低水準で推移しました。 

一方、当社の主力貨物である食糧庁向け小麦運賃市況も期初はトン当たり２３ドルの低水準で推移しており

ましたが、期末には漸く２６ドルまで回復を見せ始めました。 

 なお、船舶燃料油価格は引続き高値基調で推移し、期初のトン当たり１７０ドルは期中には２００ドルとな

り、運航収支に大きく影響を与えました。 

 為替相場は期初には１３０円台の円安で推移しておりましたが、米国企業の相次ぐ不正会計疑惑が為替市場

に影響を及ぼし、夏場には１１０円台のドル安／円高に転じましたが、期末には１２０円半ばで推移し、期中

平均では１２３．１３円となり、前中間連結期間と比較して０．８７円と若干の円安となりました。 

 

このような状況下、当社は従来からスモールハンディー型船を主力に、また日本を中心とした穀物及び木材

輸送を展開しておりましたが、輸入貨物主体の輸送形態における収益構造の悪化や輸入木材の大幅な減少に直

面し、早急な対応を急務として業容の転換を計り、新規貨物の獲得をはじめ、業容拡大と運航収支改善のため

往航貨物を積極的に輸送することにより、空船航海の減少に営業努力を傾注しました。 

また一方では、不経済船の売却を実施し、有利子負債の削減と余剰資金の確保に努めました。 

以上の結果、売上高は３，９１５百万円、営業損失は５６百万円、経常損失は７６百万円となりましたが、

特別損失において期中に実施した船舶の売却損４８０百万円を計上することにより、当中間純損失は３７２百

万円となりました。 

尚、この中間純損失３７２百万円は当中間会計期間の利益剰余金期首残高２，５７９百万円から差し引かれ、

同期末残高は２，２０７百万円となります。 

 

下期における不定期船市況は回復基調にあり、強含みで推移すると予想しており、当社所有船に加え同業他

社から数隻を６ヶ月から１年間の長期で定期用船することにより、引続き業容の拡大と往航貨物の獲得、更に

は３国間の貨物輸送も積極的に実施して行き、営業収支の改善を見込んでおります。 

これにより、当連結会計年度の売上高は８，９５０百万円、営業利益は１百万円、経常損失は６０百万円、

当期純損失は４７０百万円と予想しております。 

尚、業績の見通しにおける主要な為替レートを１２０円／米ドルで設定しております。 

 

 

 [ 所在地別のセグメント状況は以下のとおりであります。] 

 
  日本（当社）の売上高は、海運市況の回復、同業他社から積極的に定期用船を実施し、自社運航の強化によ

る貨物輸送の増量、および効率的な配船等の営業努力の結果、前中間連結会計期間に比べ ８３６百万円増の 
４，１７５百万円となり、中米（パナマ／当社の子会社２社）の売上高は、前中間連結会計期間に比べ３３４

百万円減の１，３９９百万円となり、連結売上高では、親子間の内部消去により、前中間連結会計期間に比べ

８９５百万円増の３，９１５百万円となりました。 
  日本の営業費用は、貨物輸送の増量による運航費、同業他社からの定期用船料の増により、前中間連結会計

期間に比べ ４９７百万円増の４，０８９百万円、中米（パナマ）の営業費用は、前中間連結会計期間に比べ 
６百万円減の１，５３９百万円となり、連結営業費用では、親子間の内部消去により、前中間連結会計期間に

比べ８９７百万円増の３，９７１百万円となりました。 
   その結果、日本の営業損益は、前中間連結会計期間に比べ３３８百万円増の８５百万円の利益となり、中米
（パナマ）の営業損益は、前中間連結会計期間に比べ３３７百万円減少の１３７百万円の損失となり、中間連

結営業損益では、前中間連結会計期間に比べ３百万円減の５６百万円の損失となりました。 
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(2) 財政状況 

 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は１，５８７百万円となり、前連

結会計年度末と比較して ２９百万円減少しました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により増加した資金は４９７百万円で、これは主に減価償却費７００百万円、退職給付引当金４８

百万円、有形固定資産の売却損４９８百万円、税金等調整前中間純損失６１５百万円、たな卸資産１１５百万

円の減少と、売上債権８４百万円の増加によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により増加した資金は９５３百万円で、これは主に有形固定資産の売却によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により減少した資金は１，３９６百万円で、これは主に短期借入金２００百万円の借入と、長期借

入金１，５９６百万円の返済によるものです。 

 

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローは業容の拡大と営業

収支の改善により、税金等調整前当期純損失を改善し、下期における減価償却費の増加により、１，５００百

万円の増加と予想しており、投資活動によるキャッシュ・フローは上期における有形固定資産の売却により 

 １，０００百万円と予想しておりますが、財務活動にキャッシュ・フローは長期借入金の返済が増加するこ

とにより２，５００百万円の減少と予想しております。 

以上により、資金の期末残高は当連結会計年度期首残高と概ね同等と予想しております。 

 
 
(3) 通期の見通し     
  下期につきましては、上期に比較し不定期船の運貨市況については回復基調にありますが、米国経済を始め

とする世界経済の先行き不透明感が高まっており、また国際情勢においてもイラク問題やテロ事件などの不安

定な状況下、引き続きコスト競争力の強化と、当社グループの安定収益確保となる分野への営業強化を更に推

進する所存であります。 
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４．中間連結財務諸表等  

 
(1) 中間連結比較貸借対照表 

（単位 百万円／端数切捨て） 
 

期  別 
 
科  目 

 
前中間連結会計年度  
(平成 13 年 9 月 30 日) 

 
当中間連結会計年度  
(平成 14 年 9 月 30 日) 

 
前連結会計年度の  
要約連結貸借対照表  
(平成 14 年 3 月 31 日) 

 
(  資  産  の  部  ) 

流 動 資 産 
現 金 ・ 預 金 
海 運 業 未 収 金 
有 価 証 券 
貸 付 金 
貯 蔵 品 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 
繰延及び前払費用 
そ の 他 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
船 舶 
建 物 ・ 構 築 物 
車 輛 ・ 運 搬 具 
器 具 ・ 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

 
無 形 固 定 資 産 
電 話 加 入 権 

 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 
そ の 他 長 期 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
 

 
  （２１，３７８） 
    ２，０６３  
    １，５４０ 
       ８９ 
       ７９ 
       ７０ 
       ７５ 
        － 
       ５０ 
      １５８ 
      △ ０ 
 
   １９，３１４  
   １８，０８７  
   １７，３８２ 
       ８８ 
        ２ 
       １１ 
      １２０ 
      ４８２ 

 
        １  
        １ 
 
    １，２２６  
    １，０７６ 
         － 
      １４９ 
      △ ０ 
 
 

 
  （１９，８２１） 
    ２，２９５  
    １，５８７ 
      １４４ 
        － 
       ７０ 
      ２０４ 
       １９ 
       ８６ 
      １８３ 
      △ ０ 
 
   １７，５２５  
   １６，５５９  
   １６，３６４ 
       ６５ 
        － 
       １７ 
      １１１ 
        － 

 
        １  
        １ 
 
      ９６５  
      ７７１ 
        ８５ 

  １０９ 
      △ ０ 
 
 

 
  （２１，８７４） 
    ２，２５０  
    １，６１７ 
      ２２８ 
        － 
       ７０ 
       ８９ 
        － 
       ５９ 
      １８４ 
      △ ０ 
 
   １９，６２３  
   １８，７２９  
   １８，５０４ 
       ８４ 
        － 
       １９ 
      １２０ 
        － 

 
        １  
        １ 
 
      ８９２  
      ７６６ 
        － 
      １２６ 
      △ ０ 
 
 

合     計  ２１，３７８ １９，８２１  ２１，８７４ 
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（単位 百万円／端数切捨て） 
 

期  別 
 
科  目 

 
前中間連結会計年度 

(平成 13 年 9 月 30 日)  

 
当中間連結会計年度 

(平成 14 年 9 月 30 日)  

 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成 14 年 3 月 31 日)  

 
(  負 債 の 部  ) 

流 動 負 債 
海 運 業 未 払 金 
短 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
前 受 金 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
金 利 ス ワ ッ プ 
そ の 他 流 動 負 債 

 
固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
特 別 修 繕 引 当 金 
金 利 ス ワ ッ プ 
そ の 他 固 定 負 債 

 
少 数 株 主 持 分 

 
 
(  資 本 の 部 ) 

 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

その他有価証券評価差額金  

為替換算調整勘定 

自 己 株 式 

 

 
    （１６，６７２） 
    ３，５３１  
      ３５０ 
    ２，６１６ 
      ４０６ 
        ０ 
        ８ 
      １０４ 
        ２ 
       １９ 
        － 
       ２２ 
 
   １３，１４１  
   １０，９５８ 
    １，９１６ 
      １８８ 
       ６４ 
               － 
       １３ 
 
        －  

 
 
    （４，７０５） 

 

        １，２５０  

     ２，８８９    

    △ ２９３  

      ８５９  

          △ ０  

 
  （１５，６９３） 
    ３，９９６  
      ４４３ 
    ２，８５１ 
      ４７２ 
       ３９ 
        ６ 
       ９２ 
        ２ 
       １７ 
       １９ 
       ５２ 
 
   １１，６９６  
   １０，０８０ 
    １，３０６ 
      １５３ 
       ５８ 
       ８５ 
        １２ 
 
        －  

 
 
   （４，１２７） 
 

    １，２５０  

    ２，２０７  

    △ １８８  

      ８５９  

        △ ０  

 
  （１７，３６８） 
    ３，８５１  
      ４５８ 
２，８００ 

      ３９２ 
        ０ 
        ８ 
      １００ 
        ５ 
       ３４ 
        － 
       ５０ 
 
   １３，５１６  
   １１，６３８ 
    １，６６６ 
      １０５ 
       ７６ 
        － 
       ２９ 
 
        －  

 
 
   （４，５０５） 
  

    １，２５０  

    ２，５７９  

    △ １８３  

      ８５９  

        △ ０  

合     計  ２１，３７８  １９，８２１  ２１，８７４ 
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（２）中間連結比較損益計算書 

                                    （単位 百万円／端数切捨て） 
 
期  別 

 
科  目 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成 13 年 4 月 1 日) 

(至 平成 13 年 9 月 30 日) 

 
当中間連結会計期間 

(自 平成 14 年 4 月 1 日) 

(至 平成 14 年 9 月 30 日) 

 
前連結会計年度の 
要約連結損益計算書  
(自 平成 13 年 4 月 1 日) 
(至 平成 14 年 3 月 31 日) 

運 賃 
貸 船 料 
その他海運業収益 
そ の 他 事 業 収 益 

１， ９４２ 
１， ０４９ 
   １４ 
   １３ 

２， ７１８ 
１， １６２ 
   ２１ 
   １２ 

４， ４６７ 
２， １８２ 
   ３１ 
   ２５ 

営 
業 
収 
益 

        計     ３，０２０     ３，９１５     ６，７０７ 
運 航 費 
船 費 
借 船 料 
その他海運業費用 
そ の 他 事 業 費 用 
一 般 管 理 費 

      ７７２ 
１， ３９０ 
５５５ 
 ４３ 
  ７ 
３０４ 

１， １８０ 
１， ４４１ 
１， ０５９ 
   ３７ 
    ７ 
  ２４６ 

１， ９１７ 
２， ８８０ 
１， ４９４ 
   ８３ 
   １２ 
  ５２４ 

 
営 
 
 
業 
 
 
損 
 
 
益 
 

営 

業 

費 

用 
      計     ３，０７４     ３，９７１     ６，９１３ 

営  業  損 ( △ ) 益      △ ５３      △ ５６     △ ２０５ 

受 取 利 息 
受 取 配 当 金 
為 替 換 算 差 益 
そ の 他 

３０ 
１２ 
 － 
 ９ 

         ９ 
         ２ 
         ２８ 
       ２９ 

       ４２ 
       ２４ 
        － 
       ２０ 

営 
業 
外 
収 
益       計        ５２        ７０        ８７ 
支 払 利 息 
為 替 換 算 差 損 
そ の 他 

       ９９ 
        ０ 
       １６ 

       ８２ 
        － 
        ８ 

      １８８ 
       ４８ 
       ５５ 

営 
 
業 
 
外 
 
損 
 
益 

営 
業 
外 
費 
用       計       １１６        ９０       ２９３ 

 
 
 
経 
 
 
 
 
 
常 
 
 
 
 
 
損 
 
 
 
 
 
益 
 
 
 経  常  損 ( △ ) 益     △ １１８      △ ７６     △ ４１１ 

過 年 度 損 益 修 正 益 
特別修繕引当金取崩額 
固 定 資 産 売 却 益 
そ の 他 

        ０ 
        － 
       ２３ 
        － 

       ２８ 
        ８ 
         － 
        １ 

        ０ 
        － 
       ２９ 
             １２ 

特 
別 
利 
益 

計                         ２３            ３７                         ４２ 
固 定 資 産 売 却 損 
本 店 移 転 費 用 
退職給付会計基準変更時差異償却 
そ の 他 

       ２１ 
       １４ 
       ４１ 
        ６ 

      ４９７ 
        － 
       ４１ 
       ３９ 

           ２３３ 
       ２８ 
       ８２ 
       ３４ 

 
特 
 
別 
 
損 
 
益 
 

特 
別 
損 
失 

計                         ８３                      ５７７                      ３７９ 

税金等調整前中間(当期)純損(△)益 

法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 
中 間 (当 期 )純 損 (△ )益 

△ １７７ 
１ 

△ ５３ 
    △ １２４ 

    △ ６１５ 
       ３９ 
    △ ２８２ 
    △ ３７２ 

    △ ７４７ 
       １３ 
    △ ３２６ 
    △ ４３５ 
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（３）中間連結剰余金計算書 

 
 (利益剰余金の部) 

                                    （単位 百万円／端数切捨て） 
                

期    別 
 
   科   目 

前中間連結会計期間 

(自 平成 13 年 4 月 1 日) 

(至 平成 13 年 9 月 30 日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成 14 年 4 月 1 日) 

(至 平成 14 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成 13 年 4 月 1 日) 
(至 平成 14 年 3 月 31 日) 

1．利 益 剰 余 金 期 首 残 高     ３，０１４     ２，５７９     ３，０１４ 

2．利 益 剰 余 金 増 加 高         －         －         － 

3．利 益 剰 余 金 減 少 高         －         －         － 

4．中 間 (当 期 )純 損 (△ )益     △ １２４     △ ３７２     △ ４３５ 

5．利益剰余金中間期末(期末)残高     ２，８８９     ２，２０７     ２，５７９ 
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（４）中間連結キャッシュフロ－計算書 
         （単位 百万円／端数切捨て） 

 
          期    別 

 
科   目 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成 13 年 4 月 1 日) 

(至 平成 13 年 9 月 30 日) 

 
当中間連結会計期間 

(自 平成 14 年 4 月 1 日) 

(至 平成 14 年 9 月 30 日) 

 
前連結会計年度 

(自 平成 13 年 4 月 1 日) 

(至 平成 14 年 3 月 31 日) 
 
 
        △ １７７ 
      ６６３ 
      △ ０ 
      △ ３ 
       ５９ 
     △ １４ 
     △ ４２ 
        ０ 
       ９９ 
        － 
      △ １ 
       １４ 
        ２ 
        ５ 
       ４４ 
       ９０ 
       ３１ 
    △ １３１ 
     △ ６５  
      ５７４ 
       ４２ 
    △ １０６ 
     △ ３６  
      ４７４ 

 
 
        △ ６１５ 
      ７００ 
      △ ０ 
     △ １７ 
       ４８ 
     △ １８ 
     △ １２ 
        － 
       ８２ 
      ４９８ 
       １１ 
     △ ２６ 
        ８ 
       １０ 
    △ １１５ 
       ８４ 
     △ ４７ 
     △ １５ 
      △ ５  
      ５６９ 
       １２ 
     △ ８４ 
      △ ０  
      ４９７ 

 
 
        △ ７４７ 
    １，３７３ 
      △ ０ 
       １１ 
     △ ２２ 
      △ ２ 
     △ ６６ 
        ０ 
      １８８ 
       ２０ 
      ２０４ 
       ６４ 
      △ ４ 
      △ ７ 
       ３０ 
     △ ６０ 
     △ ３３ 
       ５３ 
     △ ４２  
      ９５７ 
       ６６ 
    △ １９５ 
     △ ６０  
      ７６７ 

 
        ０ 
        ９ 
  △ １，６５９ 
        － 
      △ ０ 
      ３９０ 

－ 
      △ ０ 
        １ 
     △ ４１ 
       ２５  
  △ １，２７４ 

 
        － 
        － 
      △ ０ 
      ９７２ 
      △ ７ 

－ 
      △ ６ 
        － 
        ５ 
      △ ９ 
        ０  
      ９５３ 

 
        － 
        ４ 
  △ ３，０１５ 
        ２ 
      △ ９ 
      ６２４ 

－ 
      △ ０ 
        ３ 
     △ ２８ 
       ３５  
  △ ２，３８３ 

 
     △ ６０ 
    １，３５０ 
    △ ８１８ 
        ０  
      ４７１ 

 
      ２００ 
        － 
  △ １，５９６ 
      △ ０  
  △ １，３９６ 

 
       ４７ 
    ２，７９０ 
  △ １，６９６ 
      △ ０  
    １，１４０ 

     △ ５５      △ ８４        ８８ 

    △ ３８３    △ ２９     △ ３８６ 

２，００３   １，６１７ ２，００３ 

 １，６１９ １，５８７  １，６１７ 

 
1．営業活動によるキャッシュ･フロー  
税金等調整前中間(当期)純利益  
減 価 償 却 費 
貸倒引当金の増減額 
賞与引当金の増減額 
退職給付引当金の増減額 
特別修繕引当金の増減額 
受取利息及び受取配当金 
有 価 証 券 利 息 
支 払 利 息 
固 定 資 産 売 却 損 
有価証券･投資有価証券売却損益/評価差額 
為 替 換 算 差 額 
未収消費税の増減額 
船内準備金の増減額 
たな卸資産の増減額 
売 上 債 権 の 増 減 額 
その他流動資産の増減額 
仕 入 債 務 の 増 減 額 
その他流動負債の増減額 
小    計 

利息及び配当金の受領額 
利 息 支 払 額 
法 人 税 等 支 払 額 
営業活動によるキャッシュ･フロー 

 
2．投資活動によるキャッシュ･フロー  
有価証券取得による支出 
有価証券売却による収入 
有形固定資産の取得による支出  
有形固定資産の売却による収入  
投資有価証券の取得による支出  
投資有価証券の売却による収入  
ゴルフ会員権取得による支出 
貸 付 金 に よ る 支 出 
貸付金の返済による収入 
その他投資の取得による支出 
その他投資の解約による収入 
投資活動によるキャッシュ･フロー 

 
3．財務活動によるキャッシュ･フロ―  
短 期 借 入 金 増 減 額 
長期借入による収入 
長期借入金の返済による支出 
そ の 他 
財務活動によるキャッシュ･フロー 

 
4．現金及び現金同等物に係わる換算差額 
 
5．現金及び現金同等物の増減額  
 
6．現金及び現金同等物期首残高  
 
7．現金及び現金同等物中間期末(期末 )残高  
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（５）中間連結財務諸表作成の基本となる事項 

 
 
 １．連結の範囲に関する事項 
 
連結子会社              ２社（DELICA SHIPPING S.A. / GRIFFITH S.A.） 

 
 
 ２．持分法の適用に関する事項 
 
該当する会社はありません。 

 
 
 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
 
連結子会社の中間決算日は、連結財務諸表提出会社と一致しております。 

 
 
 ４．会計処理基準に関する事項 
 
  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 
 
その他有価証券 
時価のあるもの          中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は主として移動平均法により算定。）によってお

ります。 
時価のないもの         移動平均法による原価法によっております。 

 
  (2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
 
時価法によっております。 

 
   (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 
貯蔵品              移動平均法による原価法によっております。 

 
   (4) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 
有形固定資産   

                 船舶                     定額法によっております。 
                  建物及びその他                        定率法によっております。 
 
(5) 重要な引当金の計上基準 

 
貸倒引当金                 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率 

                                                            等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘 
案し、回収不可能見込額を計上しております。 
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    賞与引当金              従業員に支給する賞与に充てるため支給見込み額に基づき、当期負担額 
                                                           を計上しております。 
 
    退職給付引当金             従業員の退職金の支払に備えるため、当連結会計年度末における退職給 
                                                               付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結期間末において発生し 
                                                               ていると認められる額を計上しております。 
                                                               なお、会計基準変更時差異（４１０百万円）については、５年による按分 
                                                               額を特別損失に計上しております。 

 
    特別修繕引当金            船舶安全法による船舶の定期検査工事にかかる費用の支出に備えるた 
                                                              め、過年度の特別修繕に要した費用を基礎に将来の修繕見込みを加味して 
                                                              計上しております。 
 
(6) 重要なリース取引の処理方法 

 
リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

通常の賃貸借取引に係わる方法に準じております。 
 
(7) 重要なヘッジ会計の方法 

 
①ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ会計を適用しております。 

     ただし、為替予約取引については振当処理を適用し、金利スワップ取引については特例処理を適用し

ております。 
 
    ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 
為替予約取引 外貨建債権債務に係る将来の為替レートの変動リスク 
金利オプション取引 
(スワップ取引) 

借入に係る将来の金利の変動によるリスク 

 
    ③ヘッジ方針 
     全て実需取引の範囲で、すなわち通貨関連取引は外貨建債権債務の範囲内で、金利関連取引は借入の

範囲内で行っております。 
 
    ④ヘッジ有効性評価の方法 
     ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定を行っておりま

す。 
 
  (8) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
 
消費税等の会計処理          税抜方式を採用しております。 

 
 
 ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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 （追加情報） 
 
自己株式及び法定準備金取崩等会計 

 
    当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）

を適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響はありません。 
    なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の

部及び中間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 
 
 
 （注記事項）     
 
 １．中間連結貸借対照表関係 
 
  (1) 有形固定資産の減価償却累計額         ８，７９６ 百万円 
 
  (2) 担保に供している資産 
    船舶                        １６，６３４ 百万円 
    投資有価証券                   １０５  〃 
 
  (3) 保証債務等     
    連帯債務のうち他の連帯債務者負担額       ５８８ 百万円 
 
 
 ２．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 
    現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 
 
                      （平成１４年９月３０日現在） 
    現金及び預金勘定             １，５８７ 百万円 
    有価証券勘定                   ―     
    現金及び現金同等物            １，５８７ 百万円 
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（６）部門別売上高明細書 

（単位 百万円／端数切捨て） 

前中間連結会計期間 

(平成 13 年 4 月 1 日～平成 13 年 9 月 30 日) 

当中間連結会計期間 

(平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日) 

 

金 額 比 率 金 額 比 率 金 額 比 率 

貨物運 賃 １，９４２ ６４ ２，７１８ ６９ ４，４６７ ６７ 

貸 船 料 １，０４９ ３５ １，１６２ ３０ ２，１８２ ３２ 

そ の 他       ２７   １       ３４  １     ５７  １ 

合 計 ３，０２０ １００ ３，９１５ １００ ６，７０７ １００ 

 
（注）その他は、定期用船関係手数料及び不動産賃貸収入であります。 
 
 
 
（参 考） 
 
  期末支配船腹 

 

前中間連結会計期間 

(平成 13 年 9 月 30 日現在) 

当中間連結会計期間 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) 

前連結会計年度 

(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

 

隻数 重量屯数（Ｋ／Ｔ） 隻数 重量屯数（Ｋ／Ｔ） 隻数 重量屯数（Ｋ／Ｔ） 

社 船 １２ ３７４，５５０ １２ ３８３，２５０ １３ ４０６，１５０ 

用 船  ５ １０１，１６９ １０ ２５８，５４３    ７ １７６，８３８ 

合 計 １７ ４７５，７１９ ２２ ６４１，７９３ ２０ ５８２，９８８ 
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５．セグメント情報  

 
  1.  事業の種類別セグメント情報 

 

前中間連結会計期間 
(平成 13年 4月 1日～平成13年 9月30日) 

当中間連結会計期間 

(平成 14 年 4 月 1 日～平成 14 年 9 月 30 日) 

前連結会計年度 

(平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日) 

 

当社及び連結子会社の営んでいる事業のうち、 
海運業の売上高、営業利益及び資産の金額が全 
体の売上高の合計、営業利益の合計及び資産の 
金額の合計額に占める割合のいずれも９０％を 
超えているため、事業の種類別セグメント情報 
は、連結財務諸表規則様式第１号の〔記載上の 
注意〕１３に基づき記載を省略しております。 

同  左 同  左 

 

 
  2.  所在地別セグメント情報     

              (単位 百万円／端数切捨て) 

前中間連結会計期間    (平成13年 4月 1日～平成13年 9月 30日)  

日 本 中 米 計 消去又は全社 連 結 

売上高及び営業損益 
売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部 
売上高及び振替高 

 
 ３，０２０ 
    ３１９ 

 
     － 
 １，７３３ 

 
 ３，０２０ 
 ２，０５２ 

 
     － 
(２，０５２) 

 
 ３，０２０ 
     － 

計  ３，３３９  １，７３３  ５，０７２ (２，０５２) ３，０２０ 

営 業 費 用   ３，５９２  １，５３３  ５，１２５ (２，０５２)  ３，０７４ 

営業損 (△ )  益   △ ２５３     ２００    △ ５３ (    －)    △  ５３ 

（注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
    ② 本邦以外の区分に属する主な国又は地域  中 米        パナマ 
 

              (単位 百万円／端数切捨て) 

当中間連結会計期間    (平成14年 4月 1日～平成14年 9月 30日)  

日 本 中 米 計 消去又は全社 連 結 

売上高及び営業損益 
売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高  
(2)セグメント間の内部 
売上高及び振替高 

 
 ３，９１５ 
    ２５９ 

 
     － 
 １，３９９ 

 
 ３，９１５ 
 １，６５８ 

 
     － 
(１，６５８) 

 
 ３，９１５ 
     － 

計  ４，１７５  １，３９９  ５，５７４ (１，６５８)  ３，９１５ 

営 業 費 用  ４，０８９  １，５３９  ５，６２８ (１，６５７)   ３，９７１ 

営 業 損 (△ )益        ８５    △ １３７    △ ５４      (△ １)    △ ５６ 

（注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
    ② 本邦以外の区分に属する主な国又は地域  中 米        パナマ 
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              (単位 百万円／端数切捨て) 

前連結会計年度    (平成 13年 4月 1日～平成14年 3月31日)  

日 本 中 米 計 消去又は全社 連 結 

売上高及び営業損益 
売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部 
売上高及び振替高 

 
 ６，７０７ 
    ５４１ 

 
     － 
 ２，７６０ 

 
  ６，７０７ 
  ３，３０２ 

 
     － 
(３，３０２) 

 
  ６，７０７ 
      － 

計   ７，２４９   ２，７６０   １０，００９ (３，３０２)  ６，７０７ 

営 業 費 用    ７，１４３   ３，０７１   １０，２１５ (３，３０２)   ６，９１３ 

営業損 (△ )  益   △ １０５   △ ３１１   △ ２０５ (△ ０)    △ ２０５ 

（注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
    ② 本邦以外の区分に属する主な国又は地域  中 米        パナマ 
 
 
   3.  海外売上高           

 
    前中間連結会計期間（自 平成13年 4月 1日／至 平成13年 9月 30日） 
                                     (単位  百万円／端数切捨て) 

 オセアニア 東南アジア ヨ－ロッパ 計 

 Ⅰ 海外売上高     ３７６     ５１３      ８１     ９７１ 

 Ⅱ 連結売上高       －       －       －   ３，０２０ 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合(％) 

   １２．５    １７．０     ２．７    ３２．２ 

  （注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ② 各区分に属する主な国又は地域 
       (1) オセアニア         ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 

       (2) 東南アジア          韓国、シンガポ－ル、フィリピン 

       (3) ヨ－ロッパ         スイス 

     ③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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当中間連結会計期間（自 平成14年 4月 1日／至 平成14年 9月 30日） 

                                     (単位  百万円／端数切捨て) 

 オセアニア 東南アジア 北 米 ヨ－ロッパ 計 

 Ⅰ 海外売上高  １５８  ４６７  １２９  ２８  ７８２ 

 Ⅱ 連結売上高  －  －  －  －  ３，９１５ 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合(％) 

      ４．０  １１．９  ３．３  ０．８  ２０．０ 

  （注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ② 各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア         ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 

(2) 東南アジア          韓国、シンガポ－ル、フィリピン 

              (3) 北米        米国 

              (4) ヨ－ロッパ         デンマーク 
③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
前連結会計年度（自 平成13年 4月 1日／至 平成14年 3月 31日） 

                                     (単位  百万円／端数切捨て) 

 オセアニア 東南アジア ヨ－ロッパ 計 

 Ⅰ 海外売上高     ４７８   １，０５９      ８２     １，６２０ 

 Ⅱ 連結売上高       －       －       －   ６，７０７ 

 Ⅲ 連結売上高に占める 
   海外売上高の割合(％) 

    ７．１   １５．８     １．２    ２４．２ 

   （注）ａ．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
      ｂ．各区分に属する主な国又は地域 
       (1) オセアニア         ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 

       (2) 東南アジア          韓国、シンガポ－ル、フィリピン 

       (3) ヨ－ロッパ         デンマーク 

     ｃ．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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６．有   価   証   券  

 
（前中間連結会計期間／平成13年 9月 30日現在） 

 

１． その他有価証券で時価のあるもの 
 
     平成１２年大蔵省令第１１号附則第３項に基づき記載を省略しております。 
 
２． 時価評価されていない主な「有価証券」（上記１を除く）の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
                                                         （単位 百万円／端数切捨て） 

 中間連結貸借対照表計上額 

(平成 13 年 9 月 30 日現在) 
適     要 

その他有価証券 
(1) 外 国 債 券 
(2) マネーマネージメントファンド  
(3) 非 上 場 株 式 

 
          ５９ 
          ２０ 
          ６７ 

 

合     計          １４６  

 
 
（当中間連結会計期間／平成14年 9月 30日現在） 

 

１． その他有価証券で時価のあるもの 
 
     平成１２年大蔵省令第１１号附則第３項に基づき記載を省略しております。 

 
２． 時価評価されていない主な「有価証券」（上記１を除く）の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 
                                                         （単位 百万円／端数切捨て） 

 中間連結貸借対照表計上額 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) 
適     要 

その他有価証券 
(1) 外 国 債 券 
(2) マネーマネージメントファンド  
(3) 非 上 場 株 式 

 
           － 
           － 
          ６６ 

 

合     計           ６６  

 
 
（前連結会計年度／平成14年 3月 31日現在） 

 

１． その他有価証券で時価のあるもの 
 
     平成１２年大蔵省令第１１号附則第３項に基づき記載を省略しております。 
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２． 時価評価されていない主な「有価証券」（上記１を除く）の内容及び連結貸借対照表計上額 
 
                                                         （単位 百万円／端数切捨て） 

 連結貸借対照表計上額  

(平成 14 年 3 月 31 日現在) 
適     要 

その他有価証券 
(1) 外 国 債 券 
(2) マネーマネージメントファンド  
(3) 非 上 場 株 式 

 
           － 
           － 
          ６７ 

 

合     計           ６７  

 
 
 
 

７．デリバティブ取引関係  
 
１．取引の状況に関する事項 

 
   当中間連結期間（平成14年 4月 1日～平成14年 9月30日） 

当企業集団は、基本的に通常の業務を遂行する上で発生する債権債務の範囲内で、デリバティブ取引を

利用することとしており、通貨関連では為替予約取引、金利関係ではスワップ取引を行っております。 
    為替予約取引は、主として海運収入の外貨建債権の為替変動による債権増大リスクを回避するために利

用し、また、金利スワップ取引は、長期借入金の金利上昇のリスクを回避するために利用しており、投機

目的のものではありません。 
   通貨、金利関連のデリバティブ取引は、為替変動や金利の市場変動によるリスクと取引相手方の債務不

履行による信用リスクを有しております。 
    なお、当企業集団の取引相手先はいずれも信用度の高い銀行であるため、信用リスクはほとんどないと

認識しております。 

    当企業集団のデリバティブ取引は社内管理規定に基づいて財務担当部署で執行しており、定期的に実施

状況を担当役員に報告するとともに、残高状況を取締役会に報告しております。 

 

２．取引の時価等に関する事項 

 

 当期（平成14年 9月 30日現在） 

  当企業集団のデリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 
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